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本市の行政改革の成果について 

 

◎ 趣 旨 

本市におけるこれまでの行政改革の成果について報告するもの 

 

１ これまでの行政改革の経緯と概要（詳細は参考３参照） 

（１）第１次行政改革 

ア 計画期間   平成７年度から１０年度までの４年間 

イ 主な取組項目 

「民間委託の推進（道路補修業務，学校給食調理業務，ごみ収集業務等）」， 

「農務駐在員制度の廃止」，「食肉地方卸売市場の栃木県畜産公社への移管」 等 

ウ 実績（行政改革の取組として掲げたものによる成果の合算）※ 

効率性：職員８６人分の業務量の削減 

経済性：約５１億２千万円の経費削減 

 

（２）第２次行政改革 

ア 計画期間   平成１１年度から１４年度までの４年間 

イ 主な取組項目 

「行政評価制度の導入」，「市営競馬事業からの撤退」，「本庁窓口の受付時間の延長」， 

「市民活動サポートセンターの設立」，「ＩＳＯ１４００１の認証取得」 等 

ウ 実績（行政改革の取組として掲げたものによる成果の合算）※ 

効率性：職員１７１人分の業務量の削減 

経済性：約２６億７千万円の経費削減 

 

（３）第３次行政改革 

ア 計画期間   平成１５年度から～現在まで。今年度で６年目 

イ 主な取組項目 

「自治基本条例の制定」，｢『もったいない運動』の推進｣，「指定管理者制度の導入」， 

「市民協働推進計画の策定」，「本庁舎建築設備更新整備へのＥＳＣＯ事業の導入」 等 

ウ 実績（行政改革の取組として掲げたものによる成果の合算）※ 

効率性：職員５１７人分の業務量の削減 

経済性：約１１０億８千万円の経費削減及び収入増加 

 

（※ 削減実績については，第１～３次で算出条件が異なるため，あくまで「目安」として提示するもの） 

資料２
平成２０年１０月２１日 
行政経営課行政改革室 
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２ 第３次行政改革の成果の検証 

（１）第３次行政改革の成果の推移 

            （※行政改革の取組として掲げたものによる成果の合算） 

 

（２）経費の削減，収入の増加 

   ５年間合計で１１，０７５，３０４千円を削減・増収 

   ⇒ この数字は，本市の平成１５年度決算における歳出総額２９６，７５５，０００千円

の３．７％に該当 

 

（３）業務量の削減 

   ６年間合計で職員５１７人分の業務量を削減 

   ⇒ この数字は，平成１５年４月当時の宇都宮市の職員数３，７４３人の１３．８％に該当 

 

＜対前年比＞ 経費の削減（千円） 収入増加（千円） 
削減した業務に従事

していた職員数（人）

平成１５年度 △１，３４７，９２８ （  ―  ） △６５

平成１６年度 △２，０６４，２０７ （  ―  ） △８３

平成１７年度 △２，０２３，８４２ ５１２，０８７ △１３３

平成１８年度 △１，９１８，４８９ ６８８，６４０ △６７

平成１９年度 △２，１８３，２１０ ３３６，９０１ △９６

平成２０年度 （年度途中につき未算定） （年度途中につき未算定） △７３

合 計 △９，５３７，６７６ １，５３７，６２８ △５１７
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３ 宇都宮市のおかれた状況 

「２ 第３次行政改革の成果の検証」も踏まえ，現在の宇都宮市が有する都市としての力を，

効率性（職員数）と経済性（財政状況）の観点から，以下の９指標に分けて分析・概括する。 

 

＜ 行政改革の取組成果が直接反映される指標 ＞ 

（１）人口１，０００人当たりの職員数 

用語の意味 人口１，０００人当たりの職員の数 

目 安 
低いほどよい。数値が高いほど，より多くの職員で市民サービスを展開していること

になり，非効率な行政であることを示す。 

本市の現状 ７．６人 

中核市の現状 ８．７人 （中核市３９市の平均） 本市の順位 １１位／３９市 

分 析 

本市では，市民数規模に比べて，少ない職員で市民サービスが展開されていること

が分かる。しかし，６人台の効率性を確保している中核市もあり，現状に甘んじるこ

となく，引き続き，効率的な行政運営に向けた継続的な努力と取組が求められる。 

【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 
 

【中核市３９市の分布図】 
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用語の意味 
国と地方公共団体の一般行政職のそれぞれの基本給を，学歴や経験年数を考慮

して算出したもので，国を１００としたもの 

本市の現状 １００．５  

中核市の現状 １００．２ （中核市３９市の平均）   

分 析 
本市の指数は，年々低下傾向にあり，職員給与の見直しが着実に進んでいること

が分かる。 

 
【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

【中核市３９市の分布図】 
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＜ 行政改革の取組成果と関わりがある指標 ＞ 

（３）財政力指数 

用語の意味 標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で調達できるかを表わす指数 

目 安 高いほどよい。「１」未満の自治体は，自力での財源確保ができないことを示す。 

本市の現状 １．０６８  

中核市の現状 ０．８２２ （中核市３９市の平均） 本市の順位 ３位／３９市 （前年度３位） 

分 析 

財政力指数１．０６８は，本市が標準的な行政活動に必要な財源をすべて自力

で調達していることを示している。また，指数は年々上昇基調にあるとともに， 

他の中核市との比較においても，本市の指数は高い水準・順位で推移している

ことから，本市の財政力が高いことが分かる。 

 

【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（４）経常収支比率 

用語の意味 
毎年度経常的に収入される一般財源が，扶助費などの節減することが困難な経費

にどれだけ充当されているかを表わす比率 

目 安 低いほどよい。比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表わす。 

本市の現状 ８５．５％ （本市が掲げる目標：８０％台） 

中核市の現状 ９１．０％ （中核市３９市の平均） 本市の順位 ４位／３９市 （前年度５位） 

分 析 
目標としている８０％台を堅持しており，財政構造の柔軟性は高いと言えるが，年々

上昇傾向にあり，徐々に財政構造の柔軟性が低下していることが分かる。 

 

【これまでの推移】 
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（５）自主財源比率 

用語の意味 

歳入全体に対する自主財源の占める割合。 

地方自治体が自主的に収入できる財源であり，具体的には市税，分担金・負担金，

使用料，手数料，財産収入，寄附金，繰入金，繰越金，諸収入で構成される。 

目 安 高いほどよい 

本市の現状 ７３．８％ （本市が掲げる目標：７０％以上） 

中核市の現状 ６０．２％ （中核市３９市の平均） 本市の順位 ４位／３９市 （前年度５位） 

分 析 
景気回復と一部企業の業績好調が続いていることから，平成１６年度からは目標と

している７０％以上を堅持しており，財政基盤の安定性は高いと言える。 

 

【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（６）義務的経費比率 

用語の意味 
法令により支出が義務付けられており，任意に節減できない経費（人件費，扶助

費，公債費等）が，歳出総額においてどれくらい占めているのかを表わす比率 

目 安 低いほどよい 

本市の現状 ４６．８％ （本市が掲げる目標：５０％以内） 

中核市の現状 ５２．０％ （中核市３９市の平均） 本市の順位 ７位／３９市 （前年度８位） 

分 析 
目標としている５０％以内を堅持しており，財政構造の柔軟性は高いと言えるが，

年々上昇傾向にあり，徐々に財政構造の柔軟性が低下していることが分かる。 

 

【これまでの推移】 
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（７）公債費負担比率 

用語の意味 市税などの一般財源がどれくらい借入金の返済に使われているかを表わす比率 

目 安 低いほどよい。この比率が高いほど，自由に使える財源が少ないことを意味する。 

本市の現状 １４．２％ （本市が掲げる目標：１５％以内） 

中核市の現状 １７．７％ （中核市３９市の平均） 本市の順位 ９位／３９市 （前年度１０位）

分 析 
目標としている１５％以内を堅持しており，財政構造の柔軟性は高いと言えるが，そ

の値はここ数年，上昇基調をたどっていることが分かる。 

 

【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（８）市民一人当たりの市債残高 

用語の意味 借り入れた資金のうち返済が済んでいないものの残高を，市民の数で除したもの 

本市の現状 ２７１，５６８円  

中核市の現状 ３９９，８２９円(中核市３９市の平均) 本市の順位 ６位／３９市 （前年度７位） 

分 析 
中核市平均と比較して，約７割の金額に抑えられており，本市の財政構造の柔軟性

が高いことが分かる。 

 

【これまでの推移】 
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宇都宮市

（９）市民一人当たりの基金残高 

用語の意味 
地方自治体が，施設整備など，特定の目的のためにあらかじめ確保している資金

を市民の数で除したもの 

本市の現状 ８０，９１８円  

中核市の現状 ４５，９２０円 （中核市３９市の平均） 本市の順位 ４位／３９市 （前年度９位） 

分 析 
中核市平均と比較して２倍近い額が確保されているほか，金額・中核市中の順位と

も上昇傾向にあり，特定目的のための十分な財源が確保されていることが分かる。

 

【これまでの推移】 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞中核市３９市における，指標ごとの本市の順位（再掲）と偏差値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        

（※ 「（２）ラスパイレス指数」については，指数の大小が改革の進捗を反映するものではないため， 
上記＜参考＞の２表から除く。） 

（１）人口 1,000 人当たりの職員数 １１位／３９市

（３）財政力指数 ３位／３９市

（４）経常収支比率 ４位／３９市

（５）自主財源比率 ４位／３９市

（６）義務的経費比率 ７位／３９市

（７）公債費負担比率 ９位／３９市

（８）市民一人当たりの市債残高  ６位／３９市

（９）市民一人当たりの基金残高 ４位／３９市

☆ 効率的な自治体であるほど， 
又，財政力が高い自治体であるほど，
その軌跡は大きくなる。 

〔偏差値〕 

市民一人当たりの基金残高
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